地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護　指定（更新）申請　提出確認票
	申請担当者職・氏名
	

	申請に関する連絡先
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	


	書類
	説明
	申請者
確認
	介護保険課
確認

	１ 指定申請書

（別紙様式第二号（一））
 指定更新申請書
（別紙様式第二号（二））
	新規指定申請の場合は別紙様式第二号（一）。指定更新申請の場合は別紙様式第二号（二）。
※法人の名称、代表者の職名・氏名。
	□
	

	２ 付表第二号（九）
	
	□
	

	３ 申請者の登記事項証明書又は条例等
	１．当該事業を実施する旨の記載のある履歴事項全部証明書。
※コピーの場合、法人名、代表者職名・氏名を記載し、原本と相違のない旨記載。発行から３月以内。
２．認可法人にあっては、法人設立認可証の写。
３．条例にあっては、公報の写。
	□

□

□
	

	４ 特別養護老人ホームの認可証等の写
	
	□
	

	５ 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
（標準様式１）
	１．管理者及び従業者全員の毎日の勤務すべき時間数。
※４週間分。確保した従業者のみ記載。指定更新申請の場合は提出月の前月分。

　※時間外勤務は、勤務時間数に含めない。
（１）管理者
［常勤専従］

（２）医師

［健康管理･療養上の指導を行うために必要な数］
（３）生活相談員

［常勤１以上］
（４）介護職員又は看護職員
　　［総数が常勤換算方法で入所者数３人に対し１以上］
［看護職員：１以上。常勤１人以上］
［介護職員：常時１人以上。常勤１人以上］
　（５）栄養士

［１以上］
　（６）機能訓練指導員

［１以上］
　（７）介護支援専門員

［常勤専従１以上］
２．組織体系図・兼務先の勤務形態一覧表
※他事業所（サービス）との兼務者がいる場合に提出。兼務先・内容・時間など詳細がわかるように記載。
	□

□

□
□

□

□
□
□
□
	

	従業者の資格証等
	３．資格等が必要な職種は、該当資格の証明書類等を、氏名を記載した順にそろえて添付。
（１）管理者

［社会福祉主事の任用資格を有することを証明する証・社会福祉施設長資格認定講習課程修了証明書の写、社会福祉事業に2年以上従事した証明］
（２）医師
［医師資格証の写］

（３）生活相談員
　　群馬県において認められる、通所介護事業所における「生活相談員」資格要件に準ずる。

［社会福祉主事の任用資格を有することを証明する証・社会福祉士登録証・精神保健福祉士登録証・介護福祉士登録証の写、同等以上の能力を有することの証明（（参考様式）生活相談員実務経験証明書）］
（４）看護職員

［看護師免許証・准看護師免許証の写］

（５）栄養士

［栄養士免許証の写］

（６）機能訓練指導員

［理学療法士免許証・作業療法士免許証・言語聴覚士免許証・看護師免許証・准看護師免許証・柔道整復師免許証・あん摩マッサージ指圧師免許証の写］
（７）介護支援専門員
［介護支援専門員証の写］
	□

□

□

□

□
□
□
□

	

	６ 平面図
（標準様式３）
事業所の部屋別施設一覧表

（参考様式）
	１．建物全体の平面図及び当該事業に関する平面図。
※用途・面積（内法）記入、専有・共有を明示したもの。
【従来型】
（１）居室
［定員1人］
［地階に設けない］
［３階以上の階に設けない］
［床面積10.65㎡以上］
［寝台又はこれに代わる設備］
［１以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設ける］
　　　［床面積の14分の1以上の面積を直接外気に面して開放できる］
　　　［入所者の身の回り品を保管する設備］

［ブザー又はこれに代わる設備］
（２）静養室
［介護職員室又は看護職員室に近接］
［地階に設けない］
［３階以上の階に設けない］
［寝台又はこれに代わる設備］
［１以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設ける］
　　　［床面積の14分の1以上の面積を直接外気に面して開放できる］
　　　［入所者の身の回り品を保管する設備］

［ブザー又はこれに代わる設備］
（３）浴室
［要介護者が入浴するのに適したもの］
［３階以上の階に設けない］
（４）洗面設備
［居室のある階ごと］
［要介護者が使用するのに適したもの］

（５）便所
［居室のある階ごとに居室に近接］
［ブザー又はこれに代わる設備を設け、要介護者が使用するのに適したもの］
［常夜灯を設ける］

（６）医務室
　　※本体施設が特別養護老人ホームであるサテライト型居住施設の場合は不要。
［医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設ける］
　（７）調理室
　　　※サテライト型居住施設の場合は、本体施設の調理室で調理され、運搬手段について衛星上適切な措置がなされていれば、簡易な調理設備を設ければよい。
　　　［火気を使用する部分は、不燃材料を用いる］
　（８）介護職員室
　　　［居室のある階ごとに居室に近接］
　　　［必要な備品］
　（９）看護職員室
（10）食堂及び機能訓練室
［それぞれ必要な広さを有し、合計面積=３㎡×入所定員］
［必要な備品］
［３階以上の階に設けない］
　（11）面談室
　（12）洗濯室又は洗濯場
　（13）汚物処理室

※他の設備と区分された一定のスペースを有すれば足りる。

［換気及び衛生管理等に配慮］
　（14）その他設備
　　［焼却炉、浄化槽その他の汚物処理設備及び便槽を設ける場合には、居室、静養室、食堂及び調理室から相当の距離を隔てて設ける］
　（15）介護材料室
（16）廊下
［幅1.5ｍ（中廊下は1.8ｍ）以上］
［常夜灯を設ける］
［手すりを設ける］
　（17）階段
［手すりを設ける］
　　　［傾斜は緩やか］
　（18）傾斜路・エレベーター

　　　［居室、静養室、食堂、浴室及び機能訓練室が２階以上の階にある場合、１以上］
（19）消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

【ユニット型】

（１）ユニット
　　［３階以上の階に設けない］
　　　ア．居室
［定員１人］
［いずれかのユニットに属し、当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設ける］

［１のユニットの入居定員は概ね10人以下］
［地階に設けない］
［床面積10.65㎡以上］
［寝台又はこれに代わる設備］
［１以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下、共同生活室又は広間に直接面して設ける］
　　　　［床面積の14分の1以上の面積を直接外気に面して開放できる］
　　　　［必要に応じて入居者の身の回り品を保管する設備］

［ブザー又はこれに代わる設備］
イ．共同生活室

　　　　［いずれかのユニットに属し、当該ユニットの入居者が交流し、共同で日用生活を営むための場所としてふさわしい形状］
　　　　［地階に設けない］

［床面積：2㎡×ユニットの入居定員以上］
［必要な設備及び備品を備える］
［常夜灯を設ける］

　　　ウ．洗面設備
　［居室ごと又は共同生活室ごとに適当数］
［要介護者が使用するのに適したもの］
　　　エ．便所
　　　　［居室ごと又は共同生活室ごとに適当数］
［ブザー又はこれに代わる設備を設け、要介護者が使用するのに適したもの］
［常夜灯を設ける］
　（２）浴室
　　　［要介護者が入浴するのに適したもの］
　　　［居室のある階ごとに設ける］
　　　［３階以上の階に設けない］
　（３）医務室
　　　※本体施設が特別養護老人ホームであるサテライト型居住施設の場合は不要。
［医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設ける］
　（４）調理室
　　　※サテライト型居住施設の場合は、本体施設の調理室で調理され、運搬手段について衛星上適切な措置がなされていれば、簡易な調理設備を設ければよい。
　　　［火気を使用する部分は、不燃材料を用いる］
　（５）洗濯室又は洗濯場
　（６）汚物処理室

※他の設備と区分された一定のスペースを有すれば足りる。

［換気及び衛生管理等に配慮］
　（７）その他設備
　　　［焼却炉、浄化槽その他の汚物処理設備及び便槽を設ける場合には、居室、共同生活室及び調理室から相当の距離を隔てて設ける］
　（８）介護材料室
　（９）廊下
［幅1.5ｍ（中廊下は1.8ｍ）以上］
［常夜灯を設ける］
［手すりを設ける］
　（10）階段
［手すりを設ける］
　　　［傾斜は緩やか］
　（11）傾斜路・エレベーター

　　　［ユニット又は浴室が２階以上の階にある場合、１以上］
　（12）消火設備その他の非常災害に際して必要な設備
２．事業所の部屋別施設一覧。
　※設備基準で定められた部屋について、設置階ごとに定員・室数・面積等を記載。
	□

□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
	

	７ 設備等一覧表
（標準様式４）
	申請するサービス種類に関して、基準省令で定められた設備基準上適合すべき項目のうち、付表及び平面図で確認できる項目以外の事項について記載。
（１）消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

　（２）その他利用者が日常生活を営む上で必要な設備
	□
□

□
	

	８ 本体施設の概要、本体施設との間の移動経路、方法及び移動時間
（任意様式）
	サテライト型施設の場合のみ提出が必要。
	□
	

	９ 併設施設の概要（参考様式）
	併設施設がある場合、施設名等の概要を記載。
	□
	

	10 運営規程
	次の内容について、具体的かつわかりやすく定める。
（１）施設の目的及び運営の方針

（２）従業者の職種、員数及び職務内容

（３）入所（居）定員
　　※当該事業の専用の居室のベッド数と同数。
（４）ユニットの数及びユニットごとの入居定員
　　※ユニット型に限る。

（５）入所（居）者に対する指定地域密着型介護老人福祉施設収書者生活介護の内容及び利用料その他の費用の額
　　　※年間行事・レクリエーション及び日課等を含めたサービスの内容。
※利用料その他の費用の額については、料金表にするなどして具体的に。

※法定代理受領でない場合の利用料や「その他の費用の額」として徴収が認められている額なども記載。

（６）施設の利用に当たっての留意事項
（７）緊急時に等における対応方法
（８）非常災害対策
（９）虐待の防止のための措置に関する事項
（10）その他施設の運営に関する重要事項

※身体拘束の原則禁止、衛生管理、ハラスメント対策、業務継続計画、秘密保持、運営推進会議、研修等。
	□

□

□

□
□

□

□

□

□
□
	

	11 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
（標準様式５）
	次の事項について、具体的かつ分かりやすく記載。
１．事業者として、利用者等からの相談・苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）・担当者の設置

※受付曜日、時間、電話番号、ＦＡＸ番号、担当者職・氏名を明記する。

２．円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順
３．その他参考事項
　※その他の相談、苦情に対する窓口として、伊勢崎市介護保険課（0270-27-2743）及び群馬県国民健康保険団体連合会の苦情・相談窓口（027-290-1323）の連絡先等を記載する。
	□
□

□

□
	

	12 協力医療機関及び協力歯科医療機関との契約等の内容
	１．入院治療を必要とする入所者のために、予め協力医療機関と取り交わした契約書又は協定書の写。

２．予め協力歯科医療機関と取り交わした契約書又は協定書の写。

※施設との距離は16㎞以内。
	□
□
	

	13 誓約書
（標準様式６）
	介護保険法の欠格事由に該当しない旨の誓約書
※別紙①～⑤のうち該当のものを添付する。
	□
	

	14 介護支援専門員一覧
（標準様式７）
	当該事業所で計画作成担当者として従事する介護支援専門員について、氏名（フリガナ）、介護支援専門員番号を記入。
	□
	

	15 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
	１．介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙３－２）
２．介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－３）
３．該当加算に係る別紙、添付書類
	□

□

□
	

	16 提出確認票
	（本票）
	□
	


※　原則、全ての書類が確認できない場合は、指定申請の受付ができません。
※　受付後、書類の補正及び追加提出をお願いすることがあります。

※　指定更新申請の場合、書類欄が網掛けされている書類については、前回までの届出内容から変更がない場合に限り省略可能です。
